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研究成果の概要（和文）：国際的租税回避及び国際的租税回避に対する否認のための制度設計について，研究代表者の
これまでの研究成果を踏まえて，研究水準を一歩前進させた。具体的には，国際租税法について一般国際法の内国民待
遇との議論との関連を指摘し（1920年代に，内国民待遇の議論をベースとして国際課税に関する源泉地国課税を中心と
する考え方が成立した），タックス・ヘイブン対策税制については同族会社に対する留保金課税との共通性（どちらも
，同一のアメリカの制度に起源を有する）を指摘した。

研究成果の概要（英文）：In this project, we have submitted a couple of hypothesis on the genesis of intern
ational tax law. One is that the international tax law has as its basis the concept of national treatment 
well known in international law. The other is that the CFC taxation has much in common with additional tax
ation on family companies.
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１．研究開始当初の背景 
本研究は，「国際的租税回避に関する制度設
計の観点からの研究」と題して，国際取引を
通じた節税に対する立法的対応のあるべき
姿を探求するものであったが，その背景には，
本研究の機関にも大いに話題になった，国際
的な多国籍企業，あるいは富裕層の個人によ
る，国外の組織等を利用した節税（ないし租
税回避）が存在する。こうした節税について，
従来は，それを否認できるか，といったおお
ざっぱな議論が多く，現在でも，世界的な議
論の潮流としては，一般的租税回避否認規定
の導入の可否に焦点が当てられている。 
２．研究の目的 
しかし，本研究では，一般的な否認規定の可
否ではなく，個別的否認規定をどのように制
度設計するのか，また，既に存在している個
別的否認規定は何を意味しているのか，とい
うことを根底から考えることを目的とした。
そうすることによって，既存の研究では見逃
されがちであった，「どのような内容の個別
的否認規定を設ければ，経済活動を阻害する
ことなく（そしてそれによって人々の厚生を
低下させること無く）一定の税収を確保でき
るか」ということに答えることができると考
えたのである。 
３．研究の方法 
研究の方法としては，比較法，すなわち外国
の法制と日本の法制を比較する，という方法
を採用した。また，歴史研究と言えるほど歴
史学の厳密な史料批判の方法論を援用して
いるわけではないものの，最新の動向だけで
はなく，むしろ近年では忘れられている外国
の過去の議論や裁判例を丹念に掘り起こし，
そこから示唆を得ることを目指した。また，
必ずしも本科研費の研究費を使う必要がな
かったものも含めて，できるだけ多く上記の
研究の内容を研究会・報告会等で報告し，同
僚や同分野の研究者，さらには他分野の研究
者からの批判をあおぐことを試みた。 
４．研究成果 
研究の初年度である平成22年度においては，
かつて執筆したいわゆる助手論文を大幅に
改訂増補した論文，「取引・法人格・管轄権」
を公表することができた。この論文はもとも
と国際的租税回避への関心から執筆を始め
たものであったが，本研究の過程で，家政所
得計算主体をどのようにとらえるかという
ところが問題の本質であることを理解し，公
表にむすびつけた。 
また，国内法に関する基礎的な概念を振り返
るという趣旨の論文集においては「適正所得
算出説を読む」と題する，法人税法 22 条 2
項に関する論文を寄稿した。法人税法 22 条 2
項については，周知のように，金子宏教授が
適正所得算出説という読み方を提唱されて
いた。しかし，この説に対しては京都大学の
岡村教授から的確な批判がなされていたと
ころであり，この批判を踏まえて，適正所得
算出説を今一歩すすめるにはどのようにす

れば良いか，という問題意識に基づいたもの
であった。 
法人税法 22 条 2 項は，移転価格税制とその
考え方において共通のものである。法人税法
22 条 2 項に関する論文を踏まえて，平成 23
年度においては，移転価格税制に関するアメ
リカの最新の判例を紹介する論文を執筆し
た。また，国際課税の全体像を限られたペー
ジ数で紹介する『租税法概説』の国際租税法
の部分を執筆した。なお，同書については，
企画段階からまた編者として携わった。 
平成 23 年度においてはさらに，比較的最近
の租税判例について限られた紙幅の中で紹
介する機会があったが，これらはいずれも，
（必ずしも国際課税の分野に含まれるもの
ではないにもかかわらず）本研究と密接に関
連するものである。さらに，破産管財人の源
泉徴収義務について判例研究及び外国法研
究を行い，論文の形で公表した。租税に関す
る制度設計をどのように行うか，という観点
から興味深いものであった。 
平成 24 年度には，国際課税の分野にかかわ
るいくつかの判例研究（リミテッド・パート
ナーシップ関係，「住所」の認定等）を行っ
た他，相続税・贈与税に関する研究を行い，
信託法学会で報告の機会も得た。 
平成 25 年度は本研究の最終年度であり，タ
ックス・ヘイブン対策税制と同族会社の留保
金課税の共通性を指摘する論文を公表した。
この論文は小さいものであるが本科研費研
究の集大成とでもいうべきものであり，これ
までの研究の中で考えたことをできるだけ
盛り込むようにした。その過程で，法人格を
対象としたその所得に対する課税,というの
とは異なる考え方が古くから所得課税には
存在していたのではないかという感想を抱
いた。 
こうして，4 年間の研究を通じて，一定の成
果は出せたものの，新たな課題も見つかった。
本研究成果をさらに発展させるべく，精進し
ていきたいと考える次第である。 
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